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公共投資と社会保障制度改革

ニューディーノレ失業救済政策の考察(2)一一

成瀬龍夫

1 1935年の政策転換

再論

エューディーノレの連邦失業救済政策においてまず注目されるのは，第1に，

連邦財政支出の合理化に媒介された公共事業中心主義とでも呼ぶべき傾向であ

り，第2に，社会保障制度の創設は，この公共事業中心の失業救済政策への転

換を補完する意義をもったことである。

前稿。で考察したように， 以上の諸特徴は， 連邦公共事業計画の拡張と社会

保障制度創設を表明した1935年 1月の連邦新失業救済計画で鮮明となった。 ζ

の新しい計画では，財政危機が州・地方政府から連邦政府に波及し，また他方

連邦救済機関による連邦補助金配分を中心とした救済管理の挫折という事情に

よって，連邦の直接救済を廃止し，財政負担を伴う救済は授産救済に限定して，

財政資金と失業労働力を公共事業に「効率的」に集中することの可能な救済管

理体制の確立が志向されたのであった。

だが， もちろんこれは単なる救済政策上の転換にとどまるものではなかった。

ニューディーノレ政策が初期の直接統制的な国家統制より間接的な統制へと力点

を移してし、く時期とも対応していた。 1935年の政策転換を，それ以前の産業復

興法制IRA)政策との関連で見るなら. NIRAは，最低賃金と最高時間など

叩労働標準の国家統制を通じて独占的大企業の生産制限と独占的価格協定を補

ユ〉 拙稿「財政危機とき労働力管理働構の発展 ニューテPィールタ造業教済政策の考察(1)一一←J W経
済論挙」第1l0!曹第6号.1972-年12月，所収.
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強し，価格低落の全般的波及傾向を独占的産業諸部門については一定の歯どめ

を作り出すことには成功したものの，景気回復や回だった再雇用は進展しなか

った。 PWAによる公共事業支出の遅延，農巣救済や失業主主済のための財政圧

力が増λ 「るのに対して，全産業部門を覆った NIRAの公正競争規約は中小

零細企業の営業危機に拍車をかけ，他方団結権，団体交渉権をめぐる労資闘争

は激化した。 NIRA政策は， こう Lた「反独占」の社会的緊張を高揚させ，

連邦政府の行政機能は次第に麻痔する状況を来たしていたのである。このため

に，従来の連邦諸政策に手直しを加え，かつ膨張する財政支出に方向づけを与

えながら肥大化する政府行財政機構を整備することが必要であった。これは，

いわゆる「呼び水」政策を基調としてその本格化が求められることになったの

である。 I連邦救済の継続が絶対的に必要であった。しかし同様に，スベンデ

ィング計画を首尾一貫したものにする ζと，一ーと〈に救済及び公共事業の全

支出を一つの観点から眺めることーーも絶対的に必要なことf)(傍点は引用者〕

というのが，エューディーノレ官僚連の意識であった。

「呼び水」政策の本格化とは，その実体に即していうならば，膨大な原材料

需要を創出しつつ圏内産業構造再編成のテコとなる産業・生活基盤を建設し管

理する公共事業計画，地域開発や都市再開発を，経済復興と救済を調和的に統

合化する基軸として，そこに財政資金と失業労働力の集中的動員をはかろうと

するものに他ならなかった。かくして， 1935年政策転換り第 1の意誌は，連邦

政府の公共投資活動が経済復興と救済の調和的統合，国家的な資金管理と労働

力管理とを煤介する戦略的位置を占めてニューアィーノレの前面に登場してきた

ところにあるということができょう。

だが，公共投資によって経済復興と救済を調和的に統合するというこの転換

の過程において，事実どの程度の救済なり連邦「責任」が構想されていたであ

ろうか。この点を，経済保障委員会 (theCommittee on E∞nomic Security， 1934 

2) Arthur M. Schlesinger， The Age oJ Ro日開elt1I， 1958，佐々 木専三郎訳「ローズヴェル
トの時代IIJ 1963年， 242へジ，
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年6月発足，労働長官を委員長と L 農務，財務，法務.FERAの各省庁長官で構成〉

が.1935年 1月に，連邦の経済保障計画として大統領に提出した報告書から伺

うことができる。

経済保障委員会報告書は，

用保障，失業補償，

合衆国国民の所得保障手段の必要性を強調Lて雇

老齢者保障， 児童の生活保障， 公共保健，地方責任による

その他の救済，行政機関の七項目にわたる提案を行っていた。 しかし，最大の

提案の眼目は「雇用保障」にあって，連邦政府の役割もここに関連Lていた。

即ち，同報告書は r大方の人民は労働して生活しなけ才1ばならない。故に経

治長時三十品ゐ会iゐ自前f:J:重点毛走った政長モ!JI;長寸iU.古品G:!a止ま4品。
失業を予防する為に連邦政府の供する大きな貢献として委員会は雇用保障一一ー

民間雇用を刺激すること，及或民間では時期に雇用し得ない健康の労働者を政

府で雇用してやること を提案するJ"(傍点は引用者〉と述べ，授産救済事業

が一番優れた救済方法であることを強調し， また， 国庫金支出は「之を或種の

救済的要素 厳格な意味に於いては保険制度も此の中に入れるがーーに使用

すること無<.授職の為に供すべき」のであるとしていた。結局のところ，委員

会は，失業保険を「防禦の第一線」と呼びながらもそれがどの程度恐慌期の失

業救済効果をもち得るか定かでなく，実際には，社会保険制度による当面の所

得保障，救済効果を連邦政府としては棚上げして，約50億ドノレの公共事業支出

を想定したのである。 また， これにもとづく 「雇用保障」 とは，労働者白就業

権保障を前提としない民間雇用の刺激や公的雇用機会の創出であり， その恵味

では，連邦政府の国家的責任が労働者に対してはせいせ九、雇用選択機会の「保

障」でしかなかったといわなければならない"。

3) Repc吋却 thePresidcnt of the COrl'U出 uσeon Econ01刑c込山内ty，1935，大蔵省理財局
「調査月報』邦訳，第25巻第8号. 1935年5月， 105-106ページ。
め向上，邦訳， 106へク。
5) 経済保障委員会が提草した「雇用保障jとは， のちに A.Hハンセソが述べた「就業四権
利J. ~pち「自由社会の市民が，私的企業者，協同組合及び連邦，州並びに地方政府を含む多数
。雇主の聞に選択をなしうる機会をもつことJCA. H. Hansen， Econc.ηuc Policy and full 
Emplり四enL，1947， p: 17，小原敬土訳「経済政靖之完全雇用J1949， 19ヘ ジ〕という見地に
共通するものであったューディール失業救摂政策におけるこうした「雇用保障」理念が，第
2次大戦後の1946年雇用法に，連邦「責任」の基調として継置されたことが見出される。
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さて，本稿の課題は，以上のような1935年の政策転換の意義を再確認しつつ，

ニ L ーディーノレ期のフイスカル・ポリシーの発展を財政危機下の労働力管理問

題としてそ白内実を把握するという前摘以米D視点から， 1935~39年の公共事

業言|画及び社会保障計画の展開を具体的に跡づけていく乙と Eある。

11 公共事業計画

失業救済を中心とする連邦公共事業計画の展開として，小節では 11930牛

代において州並びに国家の最大の支出と雇用の単位であった巨大な救済機構J"

乞後半期に代表Lたと主いうべき WPAの事業活動を専ら対象I-L. それ

を資金，労働力管理の両側面から考察するとしよう。

第 l表連邦政府の公共事業および失業救済に対する支白， 1933-39竿

(単位 100万ドル)

I 1933 I 1934 I 1蜘I1蜘[1叩[1蜘 I1939 
(公共事業〉

公共ハイウェイ 178 268 317 244 351 237 205 

T V A 11 36 49 42 42 41 

閃 墾 25 25 41 50 52 65 79 

河川・港湾改修 51 76 133 150 148 98 75 

治 水 34 41 31 36 45 61 80 

公共建築物 1伍 79 58 68 76 77 51 

公共団体補助金 19 49 234 273 190 379 

その他 78 106 101 83 115 110 201 

計 制|以ω|
(失業救済〕

直接救済 351 716 1，916 588 184 154 104 

授産教済 805 11 1.298 1，957 1，516 2，283 

C C C 9 332 436 486 386 326 290 

計 制~即 I 2拙 I2，372 I 2聞い蜘 I2，677 
Annual Reto口 ofthe Secretary of the TreaほZ巾 onthe品'tateoJ the Financ叫
1939， P. 367 

6) R. A. Lester.亙:Conωnicsof Labor， 1940， pp. 216-217 
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最初に，再度，ユューデ 4ーノレ期D公共事業と失業救済を第 1表に掲げた連

邦財政の支出分類より概観しておく。表に記載されてある「公共事業」とは，

レわゆる非救済的で固定設備建設を主体とした一般公共事業であって，失業対

策事業を含んではいない。しかし i公共事業」の内訳として挙げられている

項目はまた失業対策事業，即ち「授産救済」のそれと相当重複している。従っ

て， ニ 1 ーディーノレ期の公共事業の全体像，連邦財政におけるおおよその規模

は，表中の「公共事業」費に「授産救済」費を加えることによって把握できる。

表から明らかなごとし 1933~39年の間 í授産救済」費は35年を除いて毎年

「公共事業J費をうわまわっており， 39年までの支出総額は， i公共事業J18 

億 7，000万ドノレに対して「授産救済」は4倍以上， 78億 8，800万ドノレであった。

公共事業計画のこうした構成にj照らせば， i1936年以降，事業計画とはWPAの

計画となりがちであったJ"という L.メリアムの評価も理由なきことではない。

次に í公共事業」の内訳では公共ハイウヱイが20~30%以上の割合を占めて

おり(この点は，後に見るように，授産救済事業でも同様であるが)，合衆国における

30年代の公共事業の特徴が道路中心主義であったことを物語っている。

次に， 1936~42年の会計年度中に各年度の緊急救済経費割当法くEmergency

Relief Appropriation Act)に基づいてなされた救済・授産救済関係。特別経費割

当は，総額およそ 152億ドルに達するが， 同期間中。緊急救済ファ Y ドからの

債務紙関係諸機関り総支出額， および WPAによる文出額の年々の推移は

第 2表の通りであり，表によれば 42年までの支出総計では，全機関が 150億

ドノレ， WPAがその3分の2にあたる 103億ドルを支出した。 WPAの比重は

低下する傾向にあるが， WPAが一行政機関としてはいかに大雪な財政的規模

で事業計画を展開したかが注同されるであろう。なお， 38~39年の支出の変動

は. ~7年恐慌と前年の大統領選挙というこつの政治的経済的事情の公共事業計

画への反映を示すものである。

きて r有用な事業を準備することにより，救済と授産救済を準備し雇用を

7) L. Meriam， Reli三fand晶cial品目円附， 1946 
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第2表緊急救済ファ γ ドからの債務，支出， 1936-42年

(単位 100万円け

年 額 累(会言|計年度末額〉

会計年度
|債務 1全;関|ム|債務 lム 1ム

1936 4，250 4，250 

1937 2，472 2，86 
3，104 

6，722 6，286 
3，104 

1938 1，832 2，001 1，428 8，554 8，287 4，532 

1939 2，520 2，618 2，157 11，074 10，905 6，689 

1940 1，787 1，835 1，462 12，861 12，740 8，151 

1941 1，431 1，431 1，285 14，292 14，171 9，436 

1942 853 913 879 15，145 15，084 10，315 

Lewis Meriam， Relief and 品 cialSecurity， 1946， pp.393-394 

増加ならしめる」ことを目的とした1935年緊急救済経費割当法は，州に対する

救済補助金交付の代りに全国的な公共事業計画の拡張を賄う費用として40億ド

ル，そしてこれに他の割当分の残高を加えて合計48億8，000万ドノレを充当した。

これらの資金配分は，国道および水平交叉廃止に対して8億ドル，農村地域の

厚生と疾病救済，水資源保全，開墾などに5億ドノレ，農村電化l億ドノレ， ccc 
4.5億ドル， 非連邦公共事業計画 3.5億ドノレなど事業計画別に指定されていた。

また， これらの諸事業で雇用されるべき者の数として，建設事業では 161万

5，000人，井建設事業では 188万 5，000人が推定された"。

ロ ズベノレトは，同法に基づく授産救済事業の遂行のため，資金運用に関ナ

る諸提案を受入れ，計画の適非を決定する国家緊急会議適用情報部(theDivision 

of Appl回 tionof the Nat四l.alEmergency Council)と，採用されるべき計画を選

択し大統領に推挙する割当諮問委員会 (theAdvisory Committee on -Allotments)， 

そして WPAの3機関を設置した。 WPAの長官には， FERA長官であった

H ホプキンスが就任し，また， PWAはH.イッキーズ内務長官が長の主ま

8) 国際世働局東京支局「合衆国の労務故済事業J，世界の労働』第13巷第1号， 1936年 1月， 22 
ベ一三:-0 
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で存続した。

乙れら連邦政府の行政諸機関の構成について，とくに注意を払うべき点は，

公共事業資金管理の強化が新政策の重要な改革の一部と考えられていたことで

あって，資金管理面から公共事業に従事する政府諸機関士失業者雇用に協力き

せようとするものであった。ローズベルトによって，公共事業計画の資金と情

報白中央集権的権限は WPAに付託された。 WPAは，こうして，州 地方

の事務局をもって自ら授産救済計画を遂行する U'_</，に，一切の事業計両に関

する定期的報告を集め，伯の事業機関に対して指導と監視の権限を有したので

ある。

次に， WPAによって施行された事業の内容は，きわめて多岐にわたってい

第 3表 WPA事業支出止スポンサ一分担 (1940年 6月30日までの累計〕

(単位1D0万ドル〉

事業計画 1 WPA叫 1スポγ+ー"'1 (1)+(剖 1 (%) 

ハイウェイ，道路，街路 2，932 795 3，727 38.9 

公共建築物 768 231 999 10.4 

建 リクレーショソ施設 743 112 855 8.9 

下水道 757 208 965 10.1 

空 港 151、 49 200 2.1 

保 全 326 52 379 4.0 
設 衛生施設 161 41 2白1 2.1 

〔計〉 5，838 1，488 7，326 

日業
社会サーヴィス 513 83 596 6.2 

調査ー記録 356 57 413 4.3 

裁 縫 587 46 633 6.6 
弓T
福 主正 255 57 313 3.3 

ヴ そ り 他 98 7 105 1.1 
イ

Fに (計〉 1，8日9 251 2，060 

雑 多 138 54 192 2.0 

(~-十、 7.785 1，793 9，578 

James A. Maxwell. The Fiscal Impact of Fe品市lis刑制 theUnited品ates，1946， p. 151 
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第 4表皮産投済計画における就労者の事業別配分

事業内容 1 (就l悶時……労者引叩数l〉月%1(延193凶W労3働F時A間)%

J、イウ ι イ，道路，街路 35.0 41.8 

公共建築物(住宅を含めて〕 9.3 8.0 

リクレーション施設 5.3 12.6 

空港，その他の運輸施設 1.7 

下水道，その他の公益事業 10.0 8.3 

衛生・保健計画 7.2 4.1 

臼然保全 14.0 5.7 

教 育 0.5 1.1 

専門・事務 3.5 4.1 

財貨生産 14.1 10.6 

雑 多 1.1 2.0 

言十 100.0 100.0 

就労者実数※ 組問人| 2，902，712人

National R国ourcesCommittee， The Structure of the A間 ericanEconomy， 
Part 1.， 1939， p. 335 
米 ihid， p. 334 

るが，資金配分]五びにスポ'-'"'!-ー負担の割合を第3表，事業別労働力配分を第

4蓑から見てみるこ正にしよう:WPA事業計画の中心は庄倒的に建設事業で

あり，それは40年 6月末までの総支出額約96億ドノレのうち，およそn億ドノレ，

76.5%を占めていた。 とくに，道路関係は総支出中の 38.9%と最大の費目とな

っているへ この特徴は， 第 4表の労働力配分の状況に対してもあてはまる。

1935年の新計画によって連邦授産救済計画の雇用対象とされた 350万人は，

失業者全体からすれば3分の1程度にすぎなかったとはいえ，ほぼ当時の政府

9) PWAによる公共事業は，公共建築，上下水道整備，公共道路，大型土木建造，治水，闘車
軍艦建造，鉄道，電力開発， 飛行場などを町寧ιした. PWAは連邦の建設事業を直接担当せ
ず，公共団体に対する融費機関として発展した。 PWAの事業計画では，民間契約書が大いに
利用されたa 活動分野とし C，また，主出金主耳目最も大きかった白は，住宅造成を含む建築事業
で，それは， 1933年7月から1941年6月までの PWA<D建設総支出額60億2，190万γル白うち
22億 1，680万ドルを占めた (J. A. Maxwell. The Fiscal Impact 0.1 島市ralismin the 
United States， 1946. p. 173.) 
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職員総数に匹敵する規模のものであった。公共道路部門への労働力配置は. 35 

年の場合，連邦，州，地方の政府フノレ・タイム職員344万人のうち 65万人で，

教育部門の 115ノワ人に次いで大きかったが， これに授産救済言|画下の公共道路

建設従事者を加えれば. 139万人となって最大の労働力配分を示すのであり，

「公共道路の建設および維持が合衆国における政府の最大の経済活動の一つ」

であヮたことが確認され基だろうIOL

さらに，第3表によれば，総支出額の 10.4%が公共建築物. 10.1%が下水道

などの公益事業. 2.1%が空港などに支出され，また. WPA事業の重要な社

会的機能を示す「専門職業サーヴィス」関係には約20億ドノレ，全体の 21.5%が

支出されている。 λポンサ一分担は，建設事業の道路，公共建築物，下水道，

空港で高い割合を示している。

WPAの事業計画は. WPAがλポYサ 邑呼ばれた道路区から都市， 州

に至る大小の行政単位の作成する計画を事業内容，費用，労働条件について検

討し認可する形で進められた。 WPAは，認可計画に対して，その賃金費用は

全額負担し， 資材については現物支給せずに， 資材費として労働者1人当り

5~7 ドルの可変的金額を支払った。また. WPAは失業者の就労を確保するた

めに， どの地域の事業計画もその地域の救済者名簿から計画で雇用する労働者

の90%を採用することを強制的に義務づけた。

明TPAのこうした計画認可と資金支出の点法のもとで，計画がどれだけ多数

の失業者を雇用するかが追求されることにより，連邦資金に対する月ポソサ

分担の割合が雇用量を制約する問題として，連邦と州ー地方の重要な争点を形

成することになったのは当然のととといわなければならない。この，スポ yサ

一分担額の決定は. 1939宇までは WPA長官の裁量権限下におかれていた。

しかし，月ポン+ 分担の実績はきわめて悪<.例えば.36年末までで，分担

割合の相対的に高かった+ウスカロヲイナj 付~23%. 最もひどいニュ ヨーグ

10) National Resources Cornmittee. The 丘町'Ctureof the Ame円canEヒonomy，Part l.， 
1939， p. 332 
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市の場合， WPA資金4億 8，380万ドノレに対してスポソサーの支出は僅かに224

万ドノレ， 0.5%であったにすぎない。 38年 6月までの実5緩では， 31%以上はテ

不 Y ー州のみで， 21"'--'30%が16， 1l~20%が32の州または都市， 11%以下にニ

ューヨーク市とペンシノレヴァニア州という有様であった。 λ"'ンザ一白拠出額
は総額においては年々増加していったが， それでもなお20%前後にとどまって

いた町。 このために，スポソサ一分担の全体的低水準と州ごとの雑多な格差が

連邦議会でしばしば問題視きわ，議会では，各州仁対してそれぞれの失業者数

に比例した連邦資金の配分をなすべきか或いは全州が一律の分担を行うべきか

をめくる論争が続けられた。その結果， 1939年に， 40年以降すべての非連邦事

業計画においてはスポンサーが総費用の25%以上を負担すべきことが決定きれ

た。

さて次に， WPAの雇用政策に目を転じることにしよう。

WPAによる授産労働者は， 1936年 7月から39年7月まで，いわゆる「保障

賃金J(s田町itywage)を支払われた。授産救済事業での統一賃金の試みはすで

に CWAで失敗L， 南部農業諸州ではドラスチックな切下げが行われていた

が， WPA事業の賃金体系はこうした既存の大幅な賃金格差を容認しながら，

民間工業の賃金率よりも格段に低い水準に定めるという原則が採られたのであ

る。 PWAが，技能別(熟練と非熟練の2区分)と地方別〔南部，中部，北部の3区

分〉による賃金体系で普通の建設事業賃金に近い水準を維持しようとしたのに

対して， WPA事業では，技能jJlj(熟線度による 3区分とホワイいカラー)，地方

別(全国を4区分)，地区別(就労地り属する郡内の最大都巾人口数による 5区分〉に，

lヶ月19ドルから 94ドノレに至る賃金表を定めた問。 I保障賃金Jとし、っても，

これは決Lて何か合理的に算定された最低生活費に相当する「保障」ではあり

えなかった。ちなみに. WPA事業の実際の全国賃金平均は月54ドノレ，非熟練

労働者に対しては南部農村の21ドノレから北部大都市での 60.5ドル，半熟練およ

11) ]. A. Maxwell， ot. cit.. pp. 153-154 
12) 大蔵省理財局『調査月報』第2!:i巻第7号， 1935年7月， 164ヘジロ
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び技能労動者はそれらより高く， 最も高かったのは北部の技能労働者で 103.4

ドルであった向。 1937年の民間工場週報酬額の平均が約24ドルとされていたか

ら. WPA I保障賃金」の全国半均は民間工場のぞれの 2分の l余りであった

にすぎない。

「保障賃金」の乙うした実体に対して， 労働時間は当初 1ヶ月最低 12日時間

と決められ. 36午 9 月からは 75~12C時間と改訂された。 WPA 下の授産労働

者にとって，以上のような賃金時間条件によっては最低生活を維持するだけ

のむじλの確保は当然困難であった。 そのために，彼らが WPA事業に就労し

ながら他の就労機会を求めぎる全土ない事積が広範囲に生じ， とくに WPA

が救済雇用規模を漸減させていった乙とにより. 37年恐慌時には，彼らの相当

数が州・地方政府によって継続されている直接救済に流れ込むということにな

ったのである。しかし，これに対して連邦議会は「保障賃金」額の水準を引き

上げる措置はとらず. 39年6月には.WPA事業労働者が「保障賃金」を稼得

するためには 1ヶ月 130時間を就労すべき ζとを決定し， 加えて，彼らが副収

入を得る目的で私的雇用に就労することを厳重に規制Lた出。

民間での再雇用との関係については. WPAは1936年 1月に. WPAの労働

者が民間雇用を受諾する場合，①一時的，恒久的な仕事に限らずフル・タイム

なものであること，②標準的賃金率によるべきこと，①既存の労働組合とまE触

しないこと，④民間での一時的な仕事の完了次第，労働者はWPA事業に復帰

する機会を与えられるべきこと，などを行政命令で規定しfごヘ 乙れらの規定
は，民間企業が自己の賃金率十労働条科二の引下げのために WPA労働者を雇用

しようとする傾向に対する WPAの労働者保護措置の意味をもっていた。しか

し，規定の効果をあげる監視的措置に欠け，実際には公共事業部門の低賃金労

働力を民間雇用の必要， Eりわけ季節的雇用を慣習とする産業の需要に応ヒて

13) 国際労冊局東京支局「合衆国の生業とその対策 I W世界の労働』第15巻第百号， 1938年ら月，
20ページ。
14) J. A. Maxwell， Qか cit..P. 152. 
15) 国際主動局東京支局「合衆国の失業放済対策J!]i"世界の労働』第13巻第6号.1938年6月.43 
へーヴ凶
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放出・吸収する機能を果したものといえるだろう。また， WPAは， PWAの

公共事業や連邦公共道路局の計画する事業に対しては，先の行政命令で労働者

を指定する権限を与えて，公共事業に入用な熟練労働者を優先的に配置する措

置をとった。

己 ζ で，失業救済人口り二大区分による連邦り授産救済への移行.州・地方

に責任転稼された直接救済がどのような結果をもたらしたかについて検討しな

ければならない。

景気の上向期にあった1936年においても，失業者数はなお 900~1，2口日万人と

いう状態にあ η たが，同年中に，州・地方の救済機関の直接救済を受けた者は

月平均527万人，連邦授産救済事業で雇用された者は月平均305万人であった。

WPAは， 1936~40年の期間中に年平均 220万人に授産L.-，その最高の雇用数

は38年の 325万人である。 WPA単独では当初計画の350万人を雇用できず，

WPAのもとに併設された NYA (National Youth Administration，全国青年救済

局〉や PWA，その他通常の連邦公共事業機関での失業者雇用が合せて続行さ

れた。

上記の数字が示すように，連邦の直接救済からの撤退によって，州・地方は

当初計画の救済者名簿に載った150万人の「雇用不可能な者」を引き受けただ

けではない。名簿に載らない数百万人の失業者が存在し，また連邦救済の規模

が縮小の傾向にあって，州・地方の直接救済と福祉事業は何百万人もの「雇用

可能な者」を引き受けなければならなかったのである。連邦の直接救済からの

撤退は，州・地方の行うそれの水準を著し〈低下させた。例えば，直接救済に

おける 1家族当りの月給付額は， 1935年 1月の 30.45Iノレから 36年 1月には

21.63ドノレへと低下した。州ー地方政府の独自的財政能力では月 30ドル以上の

直接救済水準を負担し維持することができなかった。かく Lて， r一般救済甲

州による完全な堅持とは，低水準を意味する」同ものであり， r救済標準が悶窮

者の最も多い地域において最低J17)といわれる結果になったのである。 直接救

16) W. Withers， Fina町間gEo四 omicSecurit少肌 theUnited Stat叫 1938，p. 55 
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済の低劣さは， 37年恐慌によって一段と深刻化1..-，失業労働者や社会事業家達

の全国的抗議の焦点となったョ

さて，この期間の連邦公共事業の展開は，失業救済政策としての特徴なり問

題点を以 Fのように要約できるだろう。

第 lに，連邦と州・地方の救済責任，公共事業計画と社会保障計画，財政負

担関係の再編の基礎をなLた「雇用可能な者」と『雇用不可能な者」の区別は，

授産放済事業被傭者と直接救済受給者の現実の境界線としてはあレまいとなら

ざるをえなかった円連邦政府にとっては，公共事業の拡張的展開は景気刺激

と救済の統合的管理rよる行財政的効率の改善正いう仮象を一般的に生み出し

たのであるが，失業の大量・長期化.生活の困窮が失業者をして授産救済と直

接救済の聞を常に流動させ，低賃金で限られた雇用規模の授産救済と一層低水

準の直接救済，また社会保障計画の取るに足らない救済効果は， 37年恐慌を契

機としてその実体をさらけ出L 連邦新政策のよの仮象を覆えすζととなった。

第 2に， WPAでは事業の選択，労働者の選択の原則として，民間産業との

競争的な事業内容を禁止し，州・地方政府の通常の資金で運営されるべき事業

を回避して，救済対象の大半を構成する不熟練労働者の直接雇用が可能な事業

の選択が追求されたが，ここから失業対策事業に特有の救済的事業対象の制

約，事業効率と事業の救済目的との矛盾 i対立」という問題が生じてきた。

iWPA計画には，認認、定機関にいる社会事業家達によつて表現されているよう

な救済もしくは福祉の概念と事業計画の成り行きに責任をもつ生産管理者の効

率性および労働標準の概念との間に回有の対立があつた。J"

この問題は，結局， WPAの雇用労働)Jを民間資本の利用し易い形で低水準

な賃金・時間管理をはかるよとを軸に， WPA自体の事業効率と民間資本の雇

用利益とを調整していくことに帰着し， WPAの不熟練労働者に対する資格認

17) J. A Maxwel1， op. cit.， pp， 160-161 
18) p_ w由.bink.“Ur1f'_tnpJnymf'ntin the United States. 1930-40 "， An世口'canF.conomic 
Revieτ:v， Feb. 1941， pp. 269-2-70 
19) L. Meriam. op. cit.， p. 37R. 
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定条件の制限的強化や芸術家，音楽家など専問的職種での被傭者に対する思想

的統制jの強化という方向となってあらわれた。これらはとくに， 1938年の緊急

救済経費割当法が救済雇用の第1優先権を退役軍人に，第2を市民に与えたこ

と， 39年の同法が外国人の排除，反国家活動り禁止，民間雇用の強制的受け入

れなどの条項とともに 118ク月以上こうした事業で継続して雇用されている

退役軍人を除いて， 全救済労働者は WPA事業での雇用から除かれる。 そし

て除かれたいかなる救済労働者ふ (al除かれた白から30日聞を経て(同こうした

事業の雇用に復帰する適格性の再認定が行われるまでは復帰の資格は認めな

い」との条項を加えたことが注目きれなければならなし押〉。即も，合豪固にお

いてフイスカノレ・ポリシーが本格化するといわれているこの時期に， 39年法で

は，事実上 WPA事業から救済労働者を切り捨てることを示唆したのであっ

主乙。

III 社会保障計画

財政危機下の救済費の膨張と失業救済政策の主力が公共事業に転換するとい

う2つの基本的な事情が合衆国の社会保障制度形成の特質を規定したことは，

すでに指摘した通りであるが，ここではさらに財政的側面から社会保障計画の

推進過程を検討して，その諸特徴をあきらかにしよう。

E.K リγ ドレイは， I合衆国は， どんな社会保険制度もないままに恐慌に

突入したという点で， 高度に発達した工業諸国の間できわだっている」勾〕と述

ベたが，ニューディーノレによる社会保障計画の推進は，社会政策の未発達であ

った合衆国では画期的な進歩を示すものであったに相違ない。だが， 1935年社

会保障法は，到底国家責任を基礎とする包括的社会保障を目ざしたものとはい

えなかった。

ローズベルトが経済保障委員会の発足に際しての要請や議会特別教書を通じ

20) L 恥/[eriam，ibid.， p. 381 
21) E. K. Lindley， Hal/ W岬乱ithRo町田elt.1937， p. 188 
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てあきらかにした自らの社会保障計画の基本的構想は，次の 4点に要約される

内容であった。

①失業保険と老齢保障をふくむ包括的社会保険制度の可能性を探求する ② 

失業保険は州営とし，但し積立金は連邦政府が管理する ③失業保険に雇用規

制を促進する機能をもたせる ④すべての社会保険は一般税源の補助によらず

白足的とし，但し資力のない老齢者への国庫扶助を認める明。

そして，大統領の構想と経済保障委員会の勧告に従い，議会審議を経て成立

した35竿社会保障法は， ①連邦賃金支払税 (pay-rolltax)の免税方式による州

営失業保険制度の設置の促進，②連邦社会保険として，老齢年金保険制度の設

置，@州の公的扶助制度と母子福祉・衛生事業への国庫補助，を制度的内容の

骨子とするものであった問。

以上のような35年社会保障法に対してきしあたり指摘されなければならない

ことは，公的扶肪を既存の川制度への国庫補助に限り，失業保険も完全な州営

とされたこと，医療保障が欠落したこと，社会保険財政に対する国庫補助が切

り離されたミとなど，連邦政府の財政負担につらなる制度化を抑制し，社会保

障基金の連邦政府による独占的運用と管理費配分を通じた制度の中央集権化の

意図が当初より濃厚であったことである。

財政面での特徴を次に指摘すると，まず第 1に，連邦社会保険として老齢年

金のみを設置したことは，国家資金り安定した源泉となりやすいものから制度

化するという財政政策上の通例がきわだっていた乙とを示Fものであった。次

に，憲法違反の回避ニ州権の擁護が政治的口実とされた国庫補助金方式目不採

22) E. E. Witte， The Development of the S.町田J晶cun旬 Act，1963， pp. 6-7 
23) 失業探険制I置について説明を補足すれば，連邦が一定業種における8人以上の従業員をもっ雇
主に対して3%。賃金支払税を課し，州が社会保障法の基準に見合う制度を設置すれば，賃金支
払税の90%を限度に雇主が州に納める保険料額を免税とし，残りの10%は連邦が州制度管理費の
補助に充当するものとされたB 各州の徴収保険料は連邦財務省。失業信託基金に預け入れ，州勘
定として積み立て，州の引き白しは給付支払い目的に限られたe 各州における餌険料徴収は，経
験料率方式(meritrating system)を採用L，給付単価や待機期間の規定は各州まちまちtあっ
た内連邦の社会保障壁守は，州に対して失業保険給付受給者名簿を連邦の公共事業或いは故済事業
機関に提出きせ，また，州が失業保険と職業紹介を単一の行政部門で集中的に管理するよう指導
した内
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用は，連邦財政の累進課税制を抑止する重要な結果に通じていた。さらにまた

第3に，失業保険と老齢年金保険のいずれの保険料も，雇主或いは労資双万に

対する独特な連邦税の形式をとったが，その徴収方法は源泉徴収方法をとった

ことにより，のちの個人所得税における源泉徴収方式導入への道主準備する役

割を果したのであるw

連邦老齢年金基金の管理と運用は，財務省が管轄し，連邦債の消化を助ける

金融的統制の一手段となった。賃金支払税は国税局が徴収し財務省に納付した

あと，財務長官が老齢準備金勘定に対する当該年度給付支払い分予算を予算局

に提出し，勘定残金が連邦利付債券か或いは連邦元利保証債券に投資するもの

ときれた。老齢年令対象者は当初2，6日3万人， 年金基金は完全積立方式を採用

Lたため，最初は 2%， 1949年以降は6%となる段階税率表によって1980年ま

でに 470億ドノレに達する巨大な積立額が見積られていた。 このように，巨額の

積立金の見積りと高率段階税率表は，それに見合う巨額の公債の捌け口を提供

するものであった。この点について， W.ウィザースは r連邦債への保障基

金の投資は，社会保障法成立の時点では連邦債務の償還手段と見倣されてい

た」が，償還よりもむしろ「保障準備は実際には長期的に公債の増大という役

割を果す」お〉と指摘し， V.カーノレソVもまた rこれは，政府の年負債が単に

20億ドノレまたは 30億ドルに達したにすぎず，総額500億ドルの公共負債が危険

な種類の財政政策とみなされた，戦前のそしてケイ Yズ以前の時期であったこ

とを思い起すべきである」叫と注意を促しているo

さらにまた，自主向けな』すればならないのは，社会保障制度り創出が，救済

費削減と追加的財源拡大という連邦財政政策り直接の 環をなした ζとである。

これは，いわゆる「均衡予算心達成」を目標に掲げた1937年度予算および予

算教書にあらわれた。この均衡予算方針の実体は，周知白ように，歳入国では

24) 林栄夫「ピルト イγ スタピライザ J1960年， 64-65ページー
団) Wi11iam Withe:rs， o.ρ cit.. p. 134 
26) V. Carlson， &onomic Se，四 '('ity帥 theUnited品'tates，19-62，平百長久他訳「経由政策と
計会保暗J1968. 84ページ。
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社会保障税を中心とする目的税収入の増加に重点をおき，歳出面では I一般

費」の収支の均衡と 「復興・救済費」の大幅な削減 (1936年度改訂予算における

28億6，900万ドル泊、ら 1937年度予算における 11億300万ドルへと 17億6問。万ドルの削減〉

を想定していた却。連邦財政収支が， 1936年度の相当な赤字額が翌年度に減少

して均衡達成に近づいたかに見えた現象は，専ら，救済費の削減と社会保障税

収入の双方に土る結果であったといっても過言ではないだろう o それ以後，連

邦歳入において社会保障税が占める割合も上昇し， 1938年以降，それは法人，

個人両所得税に次いで3番目に大きな収入項目となった。

社会保障計画の財政的状況のうち，保険関係の動向が，第5表の社会保障信

託基金の概要に集約してある。

表に見られるのは， 目ざましい勢いでの基金の蓄積である。基金累積額は，

1937年の 5億 3，500万ドノレから38年には 15億 7，200万ドノレ， 39年には 24億 8，800

万ドノレ， 42年には64億 3，900万ドノレへと増加し， また，表中にはないが1945年

には約144億ドノレに達Lたo 保険業務開始とともに基金積み立てはおとろえを

知らずに急増したのに対して，給付額は僅少にとどまった。 1937~42年の累計

で，州営失業保険におけ昌拠出額に対する給付支払い額の割合は53%余りであ

った。社会保障信託基金余剰額の対個人貯蓄比は， 1938年に 23.5%，39年 15.3

%， 40年 13.9%となっ亡いるが， ιの事実を見るだ円でも，社会保障基金がこ

の時期に大衆零細資金の吸上げのために果した重要な役割を伺う ζ とができる

だろう眠。

さて，成立後聞もない社会保障制度は， 1937年秋の恐慌の再来によって最初

の試練に直面し，その効果を問われることになった。この点を次に，失業保険

27) 野津高次郎「米国税制発達史J1939年， 482-492ページ毒伊句
28) この点は，フイスカル ポリシ←論者も認めざるを骨ず，伊Jぇば γセγも， r社会保障は
事実， 193&年それが採用されたとき以来，主としτ強制的社会貯蓄の制度であったJ(小原敬士
訳，前掲， 144へージコと告白した。但し彼は， 1941年には，危機感をもって社会保障税の反景
気的結果を強調したが， 194-9年には，社会保険金融の「デフレイショ功甘効果」は合衆国の社会
開憤制度が「健全金融」白土台に立ったよきスター lを切るために支払われるべき代価であった，
と居直った評価を加えている白
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第5表社会保障信託基金の概要， 1937-42竿 (単位 100万ドル〉

1叩f1蜘 11939 1 1剖o1四 "1"叩

a 社会保障税

アE連連邦 道年企 194 664 639 726 828 1，日"6

58 90 101 157 166 205 

292 748 811 8白O 892 1，0% 

c 管理費 13 221 130 180 139 180 

A・信託基金預押b C〉1 581l mi1  14211 1日 31 川 :;T:2，iii:;!
d 給付支払い

失業基金 1 191 442 498 451 377 

FOSI基金 5 14 16 64 110 

鉄道年金基金 日ο 106 113 121 126 

(計) 1 I 276 I 561 I 626 I 637 I 614 

-Beー支利出純子釘〔dごむ[山二451 -432 {550651 一日m41 川ml 1」4722 

一系CD.輔個余の対剰人個額人貯馬(郡蓄A DB，〕一%〉 l 1| 69757C3953 [l1 4L山，剖02O71I| 6，1口951063D|l「7l訂3，O0190i1| 14L2281079D ||i 2-8L，676E10 5 D 

社会保障基金累積額 間|叩21 2，4開 3，5071 4閣 1 6，4拘
Nat旧nalIndustrial Conference Board， The Economic Almanac for 1946-47， p. 31ち，
p. 289より作成.

制度の運営実情がどうであったかを検討してあきらかにしよう。

とはいっても，州営失業保険制度はまだ全国的に設置の準備期にあり，老齢

年金も給付開始時期は，充分な積立を待って1942年からと計画されていた。

経済保障委員会は，失業保険をかの報告書で「防禦り第一線」と名付けたの

であるが，しかし， それは， 37年の恐慌過程では，イギリスがかつて一般的巴

経験したような，就業労働者が受給資格を得ないままで失業して給付を受げら

れないとか，失業中の受給者については給付期聞が過ぎても再就職できないと

いう事態が発生して，混乱と失望を引き起した。失業保険給付の状況は，第6

妾に示してある。 1936~37年に給付を開始したのは，ウィスコンシン川のみで
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第6表失業補償給付由状況， 1938-4&年

失業補償

週数

給付額別補償週の割合 C%) 
平均週

失年受〔業平給1，0補均者，0償週数〉※ U下 1 5∞~ 11叫 15.00 120凹 給付額
(1ρ:)()) (r'ル〕 9Cド9ル9) 14(V9ル9 以(上トワレ 以(上ドル) ( jl'/t.-) 

1938 38，076 

1939 41，554 4.9 40.3 29.0 25.8 

1940 9R2 51，084 4.7 39.0 29.2 27.1 

1941 621 32，295 2.9 36.0 30.6 30.5 

1942 541 28，156 1.3 25.2 29，7 43.8 

1943 l1S 6，004 12 15.9 25.8 57.1 

1944 79 3，724 0.4 8.2 18.3 73.1 

1945 467 23，031 0.1 2.3 7.9 89.7 

1946 1，lfiO 58.196 0.1 2.8 10.9 86.3 

Dom曲 icoGagliardo， Ameri叫 nSocial Insurance. 1955， p. 286 
※ ihid， p. 284 

10.94 

10.66 

10.56 

11.06 

12.66 

13.84 

28.5 15.90 

63.9 18.77 

62.4 18.5白

あり，支払い額は 210万ドノレに過ぎなかった。 38年にようやく他の 30州が給付

支払い可能となり 3億 9，380万ドノレ， 全州が給付支払い可能となった 39年には

4億2，930万ドノレが支払われた冊。週当り給付額の状況を示す表の部分から目に

つくことは，恐慌期におけるその水準の低さである。週10ドノレ未満の支払いが

各給付額規模の全体の40%をも占め，それが週平均給付額の水準にも反映して

いる。合衆国社会保障協会が発表した当時の16州の給付実態調査結果によれば，

38年第 1四半期において， .91万 9，邑00人の受給者に対して 4，264万ドノレが支払わ

れ 1人当り月平均額は 15.46ドノレ己あった。 37年D段産救済賃金のそれが約

54ド/レ，直接投済手当が 23.5ドルであったから，他の公的救済の水準と比較し

ても失業保険給付の劣悪きは明瞭であって，同協会は i失業保険法の今固ま

での実施の結果に徴すればこれらの法律が堅実に仕組まれていなかったばかり

でなしかえってこれらの法律が極めて不完全な家族救済程度の保護をも与え

るζとに成功しないというととは確かであるJ!-批判したのであった冊。他方，

29) D. Gagliardo. American Social lnsura町 e，1955， p. 285 
30) 国際労働局東京支局「合衆国の失業保険と就業主、煉Jr世界の労働』第15巻第12号， 1938年12
月.19ベジー
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WPAが保険受給資格者を雇用から除外したために，失業者はさらに厳しい生

活困窮下に放置される問題が生ずるに至った。

連邦社会保障計画が37年恐慌下で有効な生活救済の役割を果しえなかったこ

とは，全国的な批判の動きを活発にさせ，それが失業保険制度目全州設置の促

進，老齢年金積立金計画に関する段階税率表の凍結と賦課方式に近い制度の採

用，給付開始期の早期化という1939年の改草の背景となった。

IV 行政機構改革と失業救済政策の終結

1937年恐慌の対策として， 38年 4月，ロ ズベノレトは復興と救済を目的とL

た3つの措置を提案する教書を議会に送勺た。それは，①失業保険給付の費消

を考慮して， WPA， NY  A， CCC， FSA (F，世田 SecurityAdministration，農業保

障庁〉に対し総額16億ドノレを追加支出して救済を維持する ②国庫の金保有を

14億ドル流動化きせ信用を拡張する ③新規公共事業を起工して国民的購買力

の増加をはかる，とする内容であった。これにより，同年6月，授産救済・公

共事業経費割当法 (WorkRelief and Public Works Appropriation Act)が議会で

承認され， 300万人以上の雇用の再設定を目的として総額29億1，560万ドル，再

支出約8億3，500万ドノレが充当されることとなった日。これは，失業保険制度的

改革ではなく，公共事業ω拡大によって授産技済が失業保険を補足ナるとの考

え方を打ち出し，両者の統合化による救済管理を強調するものであった。

しかし， 1938年は， ローズベノレトが年頭教書で世界大戦のための軍備増強政

策を表明した年であった。 ζ の時期より，失業救済政策は変貌を遂げた。公共

事業の拡大は，それまでの救済や一時的景気刺激の性格をうすめて軍事的産業

基盤構築の性格を強めた。連邦の救済，公共事業諸機関は行政機構改革の波に

吸収され，戦時労働力動員準備のための編成替えが開始された。

連邦救済の機構的改革については， 38年4月に，上院の失業および救済調査

31) 国際労働局東京支局 l合衆国の畏業とその対策Jr世界の労働』弟15巷第8号， 1938年8月，
70へージ
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特別委員会が勧告書を提出した。その要点は以下の通りであった。

①WPA， PW  A， CCC， NY A を統合する新しい公共事業部を創設し， 社会

保障庁とともに，連邦政府の各種の救持と保障の機関をそれに吸収する ②失

業補償，公共事業，公的扶助制度，合衆国職業紺介局を統合する (互行政効率

促進のために，州営失業保険制度を簡素化し連邦の財政補助を与える ①放済

資金の配分は失業者数を基礎とし， 州が救済計画の費用の3分の lを負担す

る問。

翌39年に入ると，連邦議会による救済費の相次〈削減が進行L， WPAを清

算すべきであるとの風潮が高まった。 そして， 同年 7月の行政改革法 (Reor-

ganization Act of 1939)によって，社会保障と公共事業に関する諸機関は，それ

ぞれ新しい連邦保障局 (Fede四1Security Agency)と連邦事業局 (FederalWork 

Agency)に吸収・統合されるに至った。これらの行政機構改草は，行政の経費

節約と効率化，行政諸機関の機能的統合が目的であるとされていたが，前に指

摘したように， WPAによるスポYサ一分担率の引上げや救済労働者の締め出

し，就労時間延長といった措置が，経費節約と効率化を企図するこれらの機構

改革に対応してとられたのである。同時に，それは，軍事費の急速な膨張に対

する社会救済費の圧縮，戦時労働力動員機構の整備に向う序幕であった。

合衆国における失業者数が， 1929年の水準 (450万人)を下まわったのは，ょ

うやく， 1942年の戦時体制においてである。

以上，本稿では，合衆国ニューデイ ノレ期の失業救済政策における公共事業

の拡張と社会保障制度改革の展開過程に則して， フィ λ カノレ・ポリシーの発展

の内実を財政危機卜の労働力管理問題として考祭してきた。そこで最後に，こ

のフイスカル・ポリシーの発展が労働力管理問題とし亡有した歴史的意議を総

括しよう。

第 1に，のちにケインズの公共投資論を移植した合衆国の30年代の失業救済

政策は，直接救済に始まり，次に公共事業と社会保障へと展開し，それらを通

32) WillIam Withers， ot. cit.， p. 181 
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じて或いはそれらに関連した労働力管理機構の急速な発展をもたらした。この

過程では，救済および公共事業諸機関の分業的編成によっ亡，財政支出の効率

化とむすびついた労働力の種別的管理の構造が形成された。雇用可能な者は公

共事業に雇用されて生産的に利用されるだけでなく，常に必要に応じて労働市

場に投入され，公共事業の低賃金基準に制約されながら相互の競争を強め，資

本の必要に適応させられた。公共事業は労働者に対する職業訓練，再訓練およ

び思想統制の場であり，職業的な訓練と紹介の全国的機構も急速に整備された。

ζれに対して雇用不可能な者は I競争の低辺Jに置かれて低賃金の真の基準

を提供する役割を負わされ，彼らに対する社会保障支出は国民的低賃金基盤を

維持するための社会的費用としてあらわれるのである。

第 2に，合衆国の場合， この連邦失業救済政策が公共事業と社会保障による

労働力の種別的管理へと展開する過程は，連邦赤字財政支出の公認，公共事業

の公共投資化，州・地方の財政危機の深化と増税，中央集権の強化となってあ

らわれ，また，景気回復と救済，社会保障を口実とした大衆課税の拡大，大衆

資金動員機構の整備過程を伴った劉〉。労働者に対しては，労働市場における競

争という形で管理されるだけでなし彼らの零細所得の管理が強化された。

第 3に，公共事業計画において喧喋された事業効率と救済目的の「対立」は，

3C年代のアメリカ資本主義の危機，政治と経済の矛盾を反映した公共投資の発

展過程のいわば属性であった。それらは決して「対立」ではなく，救済と福祉

の水準を低く抑える乙とが資本の労働力基盤を補強し，公共事業計画や社会保

障計画によって救済と福祉を拡大することが国家の資金，労働力管理を媒介し

33) 合衆国のニューデイ ノレ期目公共事業の特徴について，宮本憲一氏は，第lに，道路中心主義
であったこと，第2に，地域経済閣暑と結びつき，大戦が近づくにつれて軍事的性格が強まった
こと，第3に，職業百練，呉業者の再教育とイデオロギ統制の目的があったこと，などを指摘
し さらにまt 両大崎閣の英米における公共事業の惟格の変化を次りように要約している A

「はほと共事業は急速な膨張とともに公共投資化している ζと，これによって赤字公債←ーイン
フレが公認されたこと。 (2沿共事業が短期的には景気対策であり，長期的には教育，保健衛生，
失業対策など暫働力の統制管理を目的とした事業になっていること o (3)公共事業が， 都市改造
〔道路と住宅).饗源保護』棲進地域開発などの地域開発とむすびついたこと， ('ほと共事業は中央
集権化L.さらに，軍事的思想統制的な色彩がまといっき，次第にそれらの傾向をつよくしてゆ
くこと。 I(宮本憲一「社会資本論J1967. 58-60へジ。〕
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て資本のこうした分野に進出する諸条件を創出していったのである。また，公

共投資による労働力流動化と大衆資金動員の機能，連邦と州・地方の公共事業

の統合は，資本が地域開発や軍事的産業基盤建設，産業構造の再編成により大

規模かつ効率的に動員される諸条件を創出した。だから.30年代の合衆国にお

けるフイスカノレ・ポリシーの発展は，国家独占資本主義が労働力なり社会政策

的分野を掌握し支配を広げていく過程として，資本の新たな利潤分野の開発と

結びついた効率的な労働力管理に帰結ずるものであったということができる。


